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令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 区政強化のため
の新たなスキー
ムの検討

市民生活に密着した区役所のポテン
シャルを活かし、まちのブランド力向
上につながる企画を市政に反映する試
みが必要となっている。

区に予算調整等の権限が付与されていないため、地域の
要望や区の特色を生かせる予算要求が難しい。
さらに、区長が複数の事業所管部局を一つずつ訪ねて趣
旨説明や協力依頼を行うなど、局区間調整に多くの時間
を要している。

■「区長要望」のスキーム見直し
区から各局への予算要望において、特に重要な要望については副市長へ報告後、市長協議
を行った上で各局へ要望を送付し、各局の予算要求に結び付けるようスキームを見直し。
■「区政推進局区長会議」のスキーム作り
区長が複数の事業所管局長を一堂に召集して相談、協議、調整を図れるスキームを作る。
■区長会議の見直し
毎月定例で開催する区長会議に、市長、副市長も参加し、区長と密に意見を交わすこと
で、区の課題の解決に向けての意思決定を速め、即時的な対応を可能とするよう、開催方
法、参加者を変更した。

■「区長要望」のスキーム見直し
新しいスキームにより令和７年度向け予算の区長要望を実施
し、区から９件の要望が提出され、うち７件が事業局により
予算化された。
■「区政推進局区長会議」のスキーム作り
新しいスキームにより会議実施には至っていない。区と局と
の相談、協議、調整を図るという目的を達するため、スキー
ムの見直しを行い、会議の主体を局区長に限定せず、予算要
望の際に、局・区の相談、協議、調整のため同趣旨の会議を
行った。
■区長会議の見直し
４月から新しいスキームにより、毎月会議を実施。１１月か
らは、住民ニーズを把握し、市長・区長へ伝えるため、区の
マンスリーリポートを開始した。

■「区長要望」のスキーム見直し
新たなスキームとして、令和７年度予算要求時に各区から市
長へのプレゼンの場を設定したことで、最終的に９件中６件
の要望が事業局により予算化された。
■「区政推進局区長会議」のスキーム作り
区と局との相談、協議、調整を図るという目的を達するた
め、新たなスキームを作成した。
■「区長会議」の見直し
令和６年度から市長、副市長参加の区長会議を毎月実施、さ
らに１１月からは、住民ニーズ、地域の実情等を市長等が随
時把握できるよう、区のマンスリーリポートを開始した。

区からの事業要望に対する事業化率が、令和５
年度比で６２％から７８％に向上し、地域の要
望や区の特色が予算要求に反映されやすい環境
を整えた。

Ａ（２） 市民センターの
使用要件の緩和

市民センターは、若者や子育て・現役
世代など新しく利用する人が少なく、
稼働率（令和4年度　全体27.6％）が
低い。

市民センターは住民主体の地域づくりの活動拠点として
コミュニティや保健福祉、生涯学習の活動などの利用を
基本としてきたため、利用者が限定的になっている。

市民センターにおいて、若者や子育て・現役世代の利用者を増やすため、NPO法人主催の
有料イベントなど営利を主たる目的としない利用を可能とする「使用要件の緩和」に取り
組む。
要件緩和で利用可能となる利用主体の属性、活動内容などの基準を明確化するとともに、
本来目的である地域活動が維持されるように、通常利用と緩和枠とで予約時期や利用料金
を区別するなどの検討を行い、令和７年度の利用開始を目指す。

令和７年４月からの利用開始に向けて、令和６年１２月議会
に使用承認にかかる要件等の関係規定を改める旨の条例改正
議案を提出する。併せて通常利用と緩和枠での利用の承認時
期に差別化を図ることについて規則改正も予定している。

 令和６年１２月に市民センター条例の改正を行い、令和７年
４月から市民センターの使用要件を緩和するとともに、通常
利用と緩和枠での予約条件等を差別化した。

 新たに講師が主催する有料の学習教室や、子ども向
けの有料イベントなどでの利用が可能になり、多世
代がバランスよく市民センターを利用できる環境が
整った。
多目的利用者登録申請受付件数
　４月分：５５件
　５月分：２６件
多目的利用者登録証交付件数
　５５件（令和７年５月２０日時点）

 多目的利用について、若者や子育て・現役世代を対
象にスタートした新しい活動をＰＲするなど、多世
代の利用促進に取り組む。

Ａ（３） 公民館類似施設
への支援につい
て

戦後から高度成長期に、生涯学習や地
域交流のために設置された公民館類似
施設（民間施設）の老朽化が進んでお
り、維持管理に多大な費用が必要に
なっている。
また、施設を廃止する際にも、解体費
について十分な補助制度ではないた
め、地域住民の負担が大きい。

少子高齢化の進展などにより、一部の地域から施設を維
持する費用負担の重さ、役員のなり手がいないなど、今
後の運営を不安視する声があることや、廃止を望むが解
体するための費用の捻出が困難な状況となっている。

地域を取り巻く社会環境の変化に伴い、公民館類似施設の運営にも変化が生じていること
から、令和７年度以降、地域の実情を踏まえ、施設新設・解体に対する支援のあり方を検
討する。

地域の実情を踏まえ、施設新設・解体等に関する補助制度に
ついて、令和７年度予算の計上とともに財政・変革局と協議
を行っている。

 地域の状況や役員の意見などを踏まえ、公民館類似施設の解
体費・改修費・設置費の補助制度を改正した。
〇解体費補助の限度額を増額
　100万円→200万円
〇改修費補助の回数制限を撤廃
　2回→回数制限なし
　　　（3回目以降は前回補助後20年以上経過したもの）
〇設置費補助の終了
　実績等を踏まえて見直し
〇建て替え及び増築の補助の見直し
　実績等を踏まえて見直し
　※令和10年度から実施（周知期間3年）
　・延床面積　150㎡以上、500万円限度→400万円限度
　　　　　　　150㎡未満、300万円限度→200万円限度

 公民館類似施設の老朽化による維持管理及び施設廃
止時の解体の費用について、設置運営者の負担軽減
が図られた。

 各区と協力して、補助制度の周知に努める。
 公民館類似施設が、地域の社会教育振興及びコミュ
ニティ形成にとって、重要な活動拠点のひとつとし
て考え、地域のニーズを踏まえ、必要な支援を図っ
ていく。

Ａ（４） 本庁舎１階市民
ホールの有効活
用

市民ホールの展示物が統一感なく配置
されており、情報発信としての役目を
はたせていない。また、事業者との打
ち合わせスペースも含め、雑然とした
印象のため、本庁舎の顔として見直す
必要がある。

展示物については、特にコンセプト等を定めておらず、
所管の判断にゆだねているため、展示ケースによって
は、古い展示物がそのままになっている。
　打ち合わせブースは、会議室が不足するなかで、業者
や関係者の打ち合わせスペースとして一定の需要がある
が、ホール全体との調和が図れていない。

利用状況（誰が・何人くらい・何の目的で）を把握したうえで、どうすれば、本庁舎の顔
としてふさわしい場所となるかについて協議する。
　協議にあたっては、利用する市民・事業者や市職員の意見を参考にし、費用対効果を意
識しながら、工事や什器の更新等の要否を判断する。

複数のコンセプト案について検討し、それに基づいた見積を
行った。多額の経費がかかるため、費用対効果を検討してい
る。

　ホールの活用については、現状の市に関する展示や事業者
などの来庁者の待合の場としてだけでなく、事務室への転用
や、カフェの設置など幅広の検討を行い、複数のコンセプト
案を作成し協議した。
　複数のコンセプト案それぞれの見積を行った結果、ホール
全体を改修するためには、６千万円から１億円を超える予算
が必要であることが分かった。
　ふるさと納税の活用など、財源確保についても検討した
が、築５０年を超える本庁舎の維持に多額の費用が必要と
なっている現状から、直ちに多額の予算をかけてホールを改
修するのではなく、段階的に改装していく方法や市の情報発
信に関連する部署の配置など、引き続き活用について検討す
る事とした。

 オフィスのリニューアルを行っている業者やイベン
ト業者、広告代理店等の複数の事業者や若手職員等
からの意見を得ることができた。（結果的に費用対
効果の面からその意見をただちに反映することは見
送った。）

　直ちに大がかりな改修を行うべきでなないと判断
したため、今後は、展示物の取捨選択など小さなと
ころから段階的に改装する案や、展示に関連する部
署など情報発信を行う部署を配置できないかなど、
関係各課と協議を行っていく。

Ｂ（１） 区役所窓口業務
の見直し（スマ
らく区役所）

現在の区役所窓口ワンストップサービ
スを支えるシステムが、システム標準
化の取り組みにより使えなくなり、大
幅な市民サービス低下と職員負担の増
加が予想されることから、　現在の窓
口業務を見直し、市民サービスの向上
と職員負担の軽減を両立する新しい区
役所業務を確立することが必要であ
る。

区役所の繁忙期では市民に長い待ち時間を強いている。
実際の来庁者数や待ち時間などの客観的データがなく、
混雑をコントロールするのが難しい。
市民は手続きによっては何枚も申請書を記入する必要が
ある。
職員にとっても手書きの申請は、内容の確認や補記訂正
が必要であり、受付後も手作業での処理（入力、審査、
保管等）が必要で負担も大きく、その過程での事務ミス
の発生リスクも高い。

令和６年度中に、区役所窓口にオンライン予約を導入して「待たない」を実現するととも
に、区役所の混雑解消とともに、窓口状況をデータで把握することで、窓口体制の最適化
に向けて活用する。
令和８年度中に、窓口でのヒアリングや市の保有情報（住基や税など）により申請書を作
成する「書かない」サービスを導入して市民サービスを向上させるとともに、受付後の作
業の自動化や事務の集約化も図る。
加えて、区役所窓口の改革に向けては、本庁の制度所管課と区役所各課の連携及び協力が
重要であるため、令和６年５月に立ち上げた区役所と本庁所管課の実務担当者レベルの
「スマらく区役所推進チーム」において、具体的な運用方法などの検討を進める。

「書かないサービス」の実現に向けてデジタル市役所推進室
が検討していた、市の保有情報を用いて正確な申請書を作成
する「窓口支援システム」は、国のシステム標準化にかかる
方針変更等に伴い、令和７年度から令和９年度に延期するこ
とになった。
一方、令和７年５月施行の戸籍法の改正により、市内本籍人
９４万人に仮のフリガナを通知し、令和８年５月下旬までに
届出をさせることが求められているほか、マイナンバーカー
ド電子証明書の失効時期を迎える市民が、今後３年間で約５
０万人を超える状況にあり、令和７年度以降、市民課と出張
所の窓口は大混雑が予想されている。
この混雑の緩和とともに、市民サービスの向上もあわせて実
現するため、マイナンバーカードや免許証を読み取って申請
書に印字する「簡易的な書かないサービス」を先行して導入
することとし、この実現に必要な経費を令和７年度予算で計
上している。

 区役所の窓口オンライン予約開始に向けて、デジタル市役所
推進室（当時）と協力して令和６年１０月に既存の発券機設
備を、予約・発券サービスの情報機器に更新した。
 令和７年２月から小倉北区及び若松区をモデル区として窓口
予約を開始した。

 モデル区の小倉北区及び若松区で、３か月間で１，
０００件を超える予約あり。
 利用者アンケートも以下のとおり高評価を得た
・市民の待ち時間短縮
　９割以上の方が予約時間どおりに呼ばれた
・利用者からの高評価
　「また利用したい」と回答した方が９８％

Ｂ（２） 時代の変化に対
応した「地域コ
ミュニティ」の在
り方の再構築

地域コミュニティの主要な団体である
自治会、まちづくり協議会では、担い
手不足や役員の高齢化等により、十分
な活動に取組めていない地域がある。
市民センターにおいても、現役世代な
どの新たな利用も少なく、稼働率も低
い状況が続いている。

多くの自治会では、役員の負担感や未加入者に対して加
入メリットを提示できないこと等から、加入促進活動は
低調で、担い手づくりが進んでいない。
また、まちづくり協議会では、構成する地域団体が従前
的な活動に取組むことが多く、新たな地域課題解決のた
めの体制がとれない地域もある。
市民センターについては、コミュニティや保健福祉、生
涯学習の活動を基本としており、日曜日は閉館、土曜日
も夕方で閉まるなど、現役世代などの利用がしにくい環
境となっている。

新たな活動の担い手づくりに向けて、ＮＰＯ法人や企業等による多様な主体との連携強化
による「協働」の仕組みを検討するとともに、地域課題に柔軟に対応できる新たな活動支
援策の検討や活動参加に繋がるインセンティブ等の在り方も研究する。
また、市民センターについては、地域活動の拠点として機能は維持しつつ、機能強化・多
目的化に向けた市民センターの在り方について検討を行う。

地域コミュニティの将来のあるべき姿について検討を進める
ため、学識経験者等から意見を聴取する検討委員会を立ち上
げる予定。
また、新たな市民センターの機能強化・多目的利用化の取り
組みとして、利用目的の規制緩和（使用要件の見直し）及び
土曜夜間・日曜開館の拡大などの実施に向けた準備を進めて
いる。

 「北九州市地域コミュニティビジョン検討会議」を令和７年
４月に立ち上げ、有識者等からの意見聴取を開始。
　多様な主体による全世代参加型のサステナブルな地域コ
ミュニティのあり方について議論を開始した。

〇市民センターの機能強化、多機能化に向けた取り組み
　令和６年度　①多目的利用（使用要件の緩和）
　　　　　　　②市民センター館長採用試験に
　　　　　　　　民間経験枠導入
　　　　　　　③土日開館

①市民センターの使用要件の緩和
　多世代がバランスよく市民センターを利用できる
環境が整った。
　多目的利用者登録申請受付件数
　４月分：５５件
　５月分：２６件
　多目的利用者登録証交付件数
　５５件（令和７年５月２０日時点）
②民間経験の館長採用：５名
③市民センターの土曜夜間・日曜開館の拡大
　土曜夜間
　　令和６年度１０館→令和７年度１１館
　日曜
　　令和６年度５館→令和７年度７館

 令和７年度中に検討会議の議論をまとめ、　令和８
年度に、２０４０年の社会情勢を踏まえ、時代の変
化に対応した骨太の方針「北九州市地域コミュニ
ティビジョン」を策定を目指す。

 「北九州市地域コミュニティビジョン」の方向性を
踏まえ、共助における市民センターの役割やあり方
について検討する。

 市民センターの利用に関する利便性向上のため、オ
ンライン施設予約システムを導入する。

Ｂ（３） 自治会による市
政だより等配布
業務の在り方の
検討

自治会が自治会加入世帯に市政だより
を配布するため、加入率の低下に伴
い、配布世帯数が減少している。
配布の負担感は、山坂の地域とマン
ション等の集合住宅が多い地域などと
では異なっている。

共働き世帯や高齢の単身世帯の増加等に伴い、地域活動
に参加しづらい世帯が増えており、地域コミュニティの
中心的な役割を担う自治会の加入率が低下傾向（令和５
年度加入率：６０％）にある。
各区自治総連合会との意見交換では、市政だよりの配布
は地域の見守りや声掛けのツールになっているという声
や委託料が活動財源になっているという声がある。

自治会との意見交換を継続するとともに、配布に関する負担感がある一部地域でのポス
ティング事業者による実証実験や自治会の負担感、活動への影響等についての検証、新た
な支援策の研究を進める等、幅広い視点から、配布の在り方を研究する。

市政だよりの配布について、北九州市自治会総連合会で意見
交換を実施中。
また、今後設置予定の、地域コミュニティの在り方を考える
検討委員会において、配布について議論し、ポスティング事
業者による配布方法や自治会活動への影響等についての検
証、新たな具体的な支援策等を検討する予定。

 市政だよりの配布について、北九州市自治総連合会での意見
交換のほか、実際に地域で配布を行っている町内会や自治区
会等にもヒアリングを実施した。
 また、ポスティング事業者との意見交換を実施した。

〇自治会との意見交換・ヒアリング実施回数
　 ３１回
（地域の意見）
・市政だよりの配布は負担（特に山坂の地域）
・市政だよりは地域の見守りの重要なツール
・配布委託料は地域の重要な活動資金源　等

 ポスティング事業者との意見交換　２社
（事業者の意見）
・現在自治会が配布しているような迅速な対応は難
しい

 市政情報の伝達のあり方や、地域コミュニティビ
ジョンで検討する共助のあり方地域団体の活動財源
の確保、といった様々な視点から課題を整理し、現
状から改善できる選択肢がないか、関係部署と議論
する。

R６総務市民局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（４） 防犯カメラの適
正配置

繁華街防犯カメラの専用回線による通
信費が高額であること、市設置と地域
設置の繁華街防犯カメラの重複撮影箇
所があることから、防犯カメラの通信
方法や設置個所の見直しが必要であ
る。

「日本トップクラスの安全なまち」「誰もが安心を実感
できるまち」を目指すため、刑法犯認知件数のうち特に
多い「自転車盗」を減少させる必要がある。
「自転車盗」はＪＲ・モノレール駅周辺での発生が多い
ため、防犯カメラの設置を進め犯罪を抑止する。

繁華街防犯カメラの通信方法を専用回線から無線通信に変更し、通信費の削減を行う。合
わせて、地域設置と重複した箇所を撮影している市設置防犯カメラを減らし、「自転車
盗」の発生が多いＪＲ・モノレール駅周辺に防犯カメラの設置を進めていく。

経済的な無線通信の防犯カメラは、現在試験的に設置工事中
であり、今年度中に設置完了し、運用の実証実験を行う予定
である。
市設置防犯カメラの数量調整のための廃止箇所については、
調査中である。
繁華街防犯カメラの更新、主要駅周辺の防犯カメラ設置につ
いては、来年度以降順次実施する予定である。

防犯カメラの適正配置として、繁華街防犯カメラの無線化に
よる通信費の削減、地域設置と市設置のカメラの重複個所の
削減、自転車盗が多い主要駅への設置を今後行う方針とし
た。
令和６年度は、現状把握、分析、防犯カメラ無線化の実証実
験を行った。

令和７年度に各取組を実施予定。 （７年度に向けた考え）
主要駅周辺への防犯カメラの設置については、令和
６年１２月の小倉南区での中学生殺傷事件を受け、
自転車盗以外の犯罪発生状況も踏まえ、警察と協議
し設置駅を検討していきたい。

Ｂ（５） 公益財団法人
「アジア女性交
流・研究フォー
ラム」について

当財団の定款には「日本及びアジア諸
国のジェンダー問題に関する調査研
究、国際交流等により日本及びアジア
地域相互の発展に寄与する」と定めら
れているが、「（財団の取組みが）専
門性が高く市民に馴染みが薄い」、
「市の男女共同参画基本計画に基づく
重要施策に直結する取組みに重点的に
取り組むべき」などの課題がある。

当財団は平成２年の設立以来、定款の目的を達成するた
め様々な事業を実施
してきた。その取組みは、ジェンダー平等推進の役割を
果たしてきた一方、事業の多くが、アジアをはじめとす
る国際的な動向に関するものであることから、取組みの
成果が市民や地域に還元されるよう検討する必要があ
る。

平成２９年に市がとりまとめた「フォーラムのあり方について」に基づき、直接雇用の研
究員の廃止、情報発信媒体の電子化をはじめ、組織体制や補助金額の見直しなどを行って
きた。今後も、令和６年８月に策定した「第５次北九州男女共同参画基本計画」を踏まえ
た調査研究、交流がなされるよう、引き続き事業内容等を見直す。

「外郭団体の見直し」のクラスター内で検討が進められてい
るとおり、「団体の役割の　　再定義」や「持続的な経営を
行う上での課題」を整理し、市と団体とそれぞれに認識を共
有した。
　今後は、「課題解決の方向性」について検討を進める予定
である。

Ｂ（６） 人材確保・育成 社会・経済情勢の変化や高度化・複雑
化する行政課題に対応し、挑戦を続け
る機動的・機能的な市役所を作ってい
くためには、多様で有為な人材の確保
及び職員の成長を促す人材育成が必要
である

人材確保においては、社会情勢の変化により採用試験の
応募倍率低下や土木職等の技術職の採用予定数割れなど
が見られるなど、職員採用を取り巻く環境が年々厳しさ
を増している。また、人材育成においては、新ビジョン
や市政変革推進プランを達成するために、新しいプロ
ジェクトに価値を見出すような職員の意識改革に加え、
職員相互間のコミュニケーションがより重要となる。

人材確保においては、トップセールスの活用等によるプロモーション強化やインターン
シップの拡充、国・他都市事例を踏まえた新たな採用試験の検討、内定辞退対策強化な
ど、タイムリーかつ実効性の高い取組を進める。また、人材育成においては、挑戦マイン
ドを持ち、変革を推進する能力を高める研修を充実させるなど、研修内容の継続的なアッ
プデートを図ると共に、庁内コミュニケーションの活性化や職員の働きがい・働きやすさ
を向上させる取組を進めることで、職員が組織に愛着や誇りを持ち、主体的に成長を志向
する組織風土を醸成していく。

人材確保においては、インターンシップ・内定者交流会にお
ける市長登壇企画の実施や合格者向け市長動画作成など、
トップセールスを大幅に強化した。また、国・他都市の先進
事例を踏まえた採用試験の見直しを検討中。
人材育成においては、階層別研修で市長登壇のマインドセッ
ト研修を実施したほか、所属長面談の回数を年２回から４回
に拡充し、１ｏｎ１ミーティング研修を実施するなど、新ビ
ジョン・変革プランの浸透やコミュニケーション強化、育成
支援の取組を進めた。また、職員インタビュー『STORY』の発
信やキャリア支援アプリ『職員キャリアナビ』を新たにス
タートさせるなど、職員の働きがいの向上を目指す取組を実
施した。さらに、市の人材確保・人材育成の指針である人材
育成基本方針のリニューアルＰＴを立ち上げ、新たに『職員
クレド（行動指針）』を盛り込むなど、大幅な見直しを進め
ている。

人材確保においては、インターンシップ生の受入数大幅拡
充、インターンシップ・内定者交流会における市長登壇企画
の実施や合格者向け市長動画作成など、トップセールスを中
心に情報発信を大幅に強化した。また、令和７年度試験よ
り、技術職採用における受験年齢の引下げや大学院進学者へ
の採用猶予、論述試験廃止、ＳＰＩ試験の拡充など採用試験
の弾力化により受験しやすさの向上させるほか、行政実務経
験者採用実施など即戦力採用強化の制度見直しを実施した。
人材育成においては、階層別研修で市長登壇のマインドセッ
ト研修を実施したほか、所属長面談の回数を年２回から４回
に拡充し、１ｏｎ１ミーティング研修を実施するなど、新ビ
ジョン・変革プランの浸透やコミュニケーション強化、成長
支援の取組を進めた。また、職員インタビュー『STORY』の発
信やキャリア支援アプリ『職員キャリアナビ』を新たにス
タートさせるなど、職員の働きがい・働きやすさの向上を目
指すＥＳ向上の各種取組を展開したほか、人材確保や人材育
成など今後の総合的な人事施策の方向性を定め、「北九州市
職員クレド」を盛り込んだ「北九州市人財戦略」を策定し
た。

【人材確保】
○情報発信強化
・取組内容：インターンシップ受入数拡充、トップ
セールス強化（大学向け説明会・インターンシッ
プ・内定者交流会における市長登壇企画の実施等）
・受験生への効果：情報取得機会の拡大
○採用試験の弾力化、即戦力採用強化
・取組内容：技術職採用における受験年齢の引下げ
や大学院進学者への採用猶予、論述試験廃止、ＳＰ
Ｉ試験の拡充、行政実務経験者採用
・受験生への効果：受験機会の拡大、キャリア選択
肢の拡大、受験の労力軽減
【人材育成】
○変革等のマインドセットの強化
・取組内容：階層別研修での市長登壇研修拡充
・職員への効果：意識変革の機会提供の拡大
○コミュニケーション強化・成長支援
・取組内容：所属長面談拡充、１on１ミーティング
研修実施
・職員への効果：コミュニケーション機会の増、
キャリア支援・成長機会の拡充
○ＥＳ向上
・取組内容：「ＳＴＯＲＹ」発信、「職員キャリア
ナビ」運用開始
・職員への効果：キャリア・成長を意識する機会の
拡大

【人材確保】
○技術職員確保
・内容（理由）：６年度実施の採用試験において
も、土木職の採用予定数割れが発生するなど、技術
職採用の厳しさは継続している（技術職員の確保に
向け、令和６年度中に情報発信の強化や試験制度の
見直し等を実施したが、効果が表れるタイミングと
しては次年度以降と考えている。）。
・令和７年度に向けた考え：技術人材は民間も含め
た獲得競争となっており、取組の継続が必要。

Ｃ（１） 本庁舎の建替え 公共施設マネジメント実行計画では、
本庁舎の耐用年数は８０年とされ、令
和３３年まで使用することとしてお
り、耐用年数の１０～２０年前から検
討を始める必要がある。

建替えにあたっては、財源の確保、立地、経済性、他の
民間施設との複合化のほか、防災性能や環境性能、ＤＸ
などの時代の変化を反映した様々な要素を考慮する必要
がある。

まちづくりの視点も踏まえ、関係局と連携して手法等の検討を進める。手法等の検討にあ
たっては、他都市の事例を研究・参考にし、進めていく。

他都市の事例を参考に、関係局との間で検討を進めている。 他都市の先行事例を基に研究をしている。
（１）建替えの検討開始時期（概ね１２，３年程度）
（２）予算規模（数百億円）
（３）資金調達の方法
（４）庁舎の機能の拡充（防災やまちづくりとの一体化）
（５）議論の進め方（有識者会議の設置）

現時点では検討、研究段階であり、該当なし。 引き続き、関係局と連携して手法等の検討を進め
る。

Ｃ（２） 八幡東区におけ
る老朽化した公
共施設のあり方

八幡東区役所、生涯学習センター等の
公共施設の老朽化が進んでいる。これ
まで施設の長寿命化により建替え時期
を延伸してきたが、今後のあり方につ
いて検討する時期を迎えている。

区役所は本館が築４５年、別館が築６１年経過してお
り、別館については平成２４年度に耐震改修工事を施し
て長寿命化を図ったところである。その後も、屋上防水
改修工事、空調設備改修工事など、本館、別館ともに施
設維持のための改修が続き、費用もかさんでいる。
また、別館には、エレベーターが設置されておらず、バ
リアフリーの点からも不十分な状況である。
生涯学習センターも築３０年を超え、雨漏りなど施設老
朽化による症状が顕著である。

平成２９年度に地域が中心となり、「八幡東まちづくりプラン」が策定された。このまち
づくりプランを受け、令和３年度以降、中央町地区の再生について庁内勉強会が開催され
ている。引き続き、課題や論点を整理しながら、八幡東区役所を含む公共施設のあり方に
ついて検討を進めていく。

中央町地区まちづくりプラン提言に基づく庁内勉強会におい
て、八幡東区役所を含む関係部局で、中央町のまちづくりの
将来像や次世代区役所の役割・機能などについて意見交換を
重ねている。

 中央町地区まちづくりプラン提言に基づく都市戦略局主催の
庁内勉強会において、八幡東区役所を含む関係部局で、中央
町のまちづくりの将来像や次世代区役所の役割・機能などに
ついて意見交換を重ね論点整理を行った。

 中央町地区の再生について八幡東区役所を含む公共
施設のあり方について検討が進んだ。

Ｃ（３） 公共施設マネジ
メント　生涯学
習センターの集
約

生涯学習センターは、現在、分館を含
め１１館あり、地域の生涯学習の拠点
として位置付けているが、各区には類
似の設備を持つ施設があることから、
集約・総量の縮減を図る必要がある。

全市での平均稼働率が５割を下回り、効率的な活用が図
れていないとともに、施設の老朽化が進み、施設の維持
管理に関するコストが上昇している。
合わせて、「特定の目的のための施設」といった考え方
の見直しを図り、誰もが利用しやすい施設となるよう、
類似施設の集約を行う。

平成２８年度に策定した「公共施設マネジメント実行計画」を見直し、生涯学習センター
をできるだけ早期に集約する。
・生涯学習総合センター（婦人会館含む）：男女共同参画センター（ムーブ）に集約
・門司生涯学習センター：門司港地域複合公共施設に令和１０年度までに集約
・門司生涯学習センター大里分館：大里地域複合公共施設に令和１０年度末までに集約

・生涯学習総合センター（婦人会館含む）の男女共同参画セ
ンター（ムーブ）への集約
　については、現在、関係局等と協議中である。
・門司生涯学習センターの門司港地域複合公共施設への集約
については、現在、造成工
事を開始するとともに、遺構の一部保存の方法について関係
局と協議を行っている。
・門司生涯学習センター大里分館については、大里地域ス
ポーツ複合公共施設に体育室
の機能集約を図るとしており、担当課と協議中である。会議
室等については、他の公
共施設の利用等について検討を行っている。

 生涯学習総合センター：併設する婦人会館を含め、男女共同
参画センター（ムーブ）への集約について、関係局等との協
議を進めた。
 門司生涯学習センター：門司港地域複合公共施設への集約に
ついて、関係局と協議を行い、造成工事が開始された。
 門司生涯学習センター大里分館：大里地域スポーツ複合公共
施設に集約する機能について、関係局と協議を行った。

 「公共施設マネジメント実行計画」に基づき、関係
局等と協議を重ね、誰もが利用しやすい施設となる
よう、類似施設の機能集約や効率的な活用方法等の
実現に取り組んでいる。

 生涯学習総合センターや生涯学習センターが果たす
べき役割を視野に入れながら、誰もが利用しやすい
施設となるよう、関係局や利用団体等との協議を進
め、計画的に実施する。

Ｃ（４） 公共施設マネジ
メント　小倉北
地域（生涯学習
総合センター・
婦人会館、
男女共同参画セ
ンター）の市民
活動拠点施設の
集約

異なる行政目的を有する当該３施設に
おいて、特定の行政目的を有しない貸
室などの類似施設が重複しており、ま
た稼働率も低いことから、効率性を高
める必要がある。

市の公共施設マネジメント実行計画において、「生涯学
習総合センター及び婦人会館」（築４５年）について
は、今後大規模改修は行わず、ムーブへ集約移転するこ
ととなっている。

施設の機能、稼働率や利用状況を踏まえた利用調整案がまとまり次第、関係者等への説
明、改修工事を経て、集約する。

施設の機能、稼働率や利用状況を踏まえた利用調整につい
て、関係各課で協議を行った。引き続き、各方面の調整を行
う。

R7.4.1組織改正により政策局へ

R7.4.1組織改正により

C（４）の男女共同参画センター

は政策局へ
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